























































































ア ル カ リ 金 属 ： リ チ ウ ム 、 ナ ト リ ウ ム 、 カ リ ウ ム な ど
ア ル カ リ 土 類 金 属 ：ベ リ リ ウ ム 、 マ グ ネ シ ウ ム 、 カ ル シ ウ ム な ど
遷 移 金 属
鉄 非 鉄 金 属 （狭 義 ） （ベ ー ス メ タ ル ） ：銅 、 鉛 、 亜 鉛 、 錫
非 鉄 金 属
（広 義 ）
軽 金 属 ：ア ル ミ ニ ウ ム 、 マ グ ネ シ ウ ム
貴 金 属 （プ レ シ ャ ス メ タ ル ）：金 、 銀 、 白 金 な ど
希 少 金 属 （レ ア メ タ ル ） ：コ バ ル ト 、 イ ン ジ ウ ム 、 ガ リ ウ
ム 、 リ チ ウ ム 、 希 土 類 （17元 素 を 含 む ） な ど 31種
非 金 属 ：岩 石 類 、 粘 土 頼 、 宝 石 類 、 土 、 砂 、 レ ア ア ー ス （希 土 類 ： ラ ン タ ン 、 セ リ ウ




























































（人時間／ トン）　 （キ ロワッ ト時／ トン）
鉄の生産
鉄鉱石か ら 3．7　　　　　　　　　　 5，100
屑鉄 か ら 4．4　　　　　　　　　　　　　 900
アル ミニ ウムの生産
ボーキサ イ トか ら 14．4　　　　　　　　　 20，300













































































































































































































































































金属種 工場排 出晶 使用済み製品
鋼 リー ドフレーム屑 ：約100％ 電気製 品中 ：数％ －20％
インジ ウム ITO26ス クラ ップ ：約70％ 液晶パ ネル ：ppm オー ダー





パソコン基板 含有率　　　 金属単位　　 価値
金 300g／ t　　 x　 2，測0円／g　 こ　 75万円／ t
銀 2，000g／ t　　 X　　 誠円／g　 ＝　 10万円／ t
鋼 15％　　　　 ×　 70万円／ t　　 ＝　 10万円／ t
出所：伸雅之、文献・資料16
従って、金属リサイクル原料の受け入れ価格（購入）は、傘属の含有量
（品位）、実収率、金属価格、処理費、ペナルティー、の諸要素を考慮して、
次式で算定される。
∑（①金属品位×②実収率×③金属価格）－（④処理費＋⑤ペナルティー）
①　金属品位：単位は、金、銀、白金、パラジウムの貴金属は、gラ／トン、
鋼は％
②　実収率：品位が高いほど実収率は高くなる。
加ITOはインジウムと錫の酸化物を指す。
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③　金属価格：相場により変動する。
④　処理費：溶錬費、精製費、前処理費（破砕、焼却など）
⑤　ペナルティー：一定以上の水分、鉛、批素、塩素などを含んでいた場
合に課す。
2－4．地域社会との連抜
小坂町には現存する日本最古の芝居小屋「康楽館」（1910年、鉱山の厚生
施設として建築。現在、国重要文化財指定）があり、今でも常設の演劇や歌
舞伎公演が行われている。堂々たるアメリカ木造ゴシック風の建物は、小坂
鉱山の繁栄と地域社会との結びつきを伝えている。地域社会との新しい連携
の1つとして、DOWAの事業会社は、国の「秋田県北部エコタウン事業」
推進の中核企業になっている。
具体的には、㈱エコリサイクル27が、秋田・青森・岩手3県の家電4品や
廃OA器機の分解・再資源化事業に参加し、小坂製錬㈱も有用金属の回収等
を担う。
また、地域の協力無くしては進まない、使用済み小型家電等（デジタルカ
メラ、携帯電話、ゲーム機等、家電リサイクル法に基づく4品目を除く雑多
な電子・電気製品類）の剛収・資源化の国のモデル事業には、2006年度から
受け皿企業として参加している。この事業は有効なリサイクルが行われてこ
なかった使用済み小型家電等から、注目度が高まっているレアメタルの再資
源化試験を主な目的としている。2006年度は大館市、2∝〉7年度は県北部の地
域、2007年度は全県域を対象エリアとして、小型家電の回収ボックスをスー
パー・家電販売店・公共施設等に設置したり、ピックアップ方式で収集し、
レアメタル回収のための中間処理（エコリサイクル等）を行って、製錬所等
27ハード事業として、フロンの回収・無害化もできる家電リサイクルの新工場を、㈱エコリ
サイクルが2（瓶年完成させた。
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でレアメタルの回収を行うモデル事業である怨。
2－5．海外環境事業展開
DOWAの海外環境事業展開（工場）は、これまでの中国事業、アメリカ
事業に加えて、2009年2月に東南アジアの廃棄物処理会社、ModemAsia
EnvironmentalHoldings，hc．（以下MAEH社）を買収し、新たなアジア展
開を図ることになった。ここでは、中国事業とMAEH社に触れる。
（1）蘇州同和資源綜合利用有限公司
DOWAの中回進出（2003．12）の背景は、一言でいえば、環境ビジネス機
会を活かす市場環境整備が進んできたということになる。もともと中国の産
業廃棄物と一般廃棄物を合わせた廃棄物の発生総量は日本の2倍以上ある。
「世界の工場」の一層の進展で廃棄物発生量の急速な増大と資源リサイクル
の強化が要請されていた。しかしながら中国国内のリサイクルは、法律の未
整備や小規模かつ技術・設備の劣るリサイクル業者の乱立で統率が無い非効
率で環境負荷の大きな状況であった。しかしながら、WTO加盟による金銀
取引の規制緩和、資源循環型社会に向けた廃棄物の管理酎ヒ・資源リサイク
ルの推進、法規制の強化、日本企業をはじめ世界各国の企業の進出ラッシュ、
しかも単に安価な労働力目当ての組立型産業の進出から素材や化学系企業の
進出へのシフトもあり、DOWAのビジネス参入の状況が整ったことである29。
日系企業の集積度が高い江誅省蘇11肺の新区に進出。操業は20似年末から
訪「使用済み小型家電からのレアメタルの回収および適正処理推進事業」（環境省・径済産業
省連携事業）として20瞞年度に秋田、茨城、福岡地域を先行モデル地区として開始され、
順次拡大している。環境省の「使用済′ト塑家電からのレアメタルの剛収及び適正処理に関
する研究会」資料、http：／／wwwenv．gojp／recycle／recycllng／raremetals／conLruCa／04／
mato4．pdfおよび秋田県、大館市等のウェッブサイトなど参照のこと。
29拙稿（2008．3）、仲雅之「同和鉱業の環境・リサイクル事業と殊州での取組みについて」
r日中環境情報交流会・北九州セミナー」プレゼン資料（2005．2）、http・／／wwwenv．go．
jp／earth／coop／jcec／2005／pdf／S＿kyusyu．pdjなど参照。
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であったが、当初1年半ぐらいは電子廃棄物などの対象リサイクル原料が集
まらなかったという。2碑7年春頃にようやく単月の黒字化に転換した30。
事業内容は、貴金属リサイクルや廃棄物処理である。江蘇省全域で日系企
業・外資系企業を主に、電子基板や高品位の原料を収集する。今後は、江蘇
省以外へも事業エリアを広げて、より総合的な環境・リサイクル事業（廃棄
物処理、土壌浄化、リサイクル、環境コンサルタントなど）の展開をめざす。
その際、中国の内外におけるネットワーク化が不可欠になるし、H本国内
のリサイクル施設との連携も重要になる。地元のスクラップ事業者などとの
既存権益との競合、輸出入規制問題などの課題解決が要請される。2α鳩年3
月、現地に家電リサイクル・プラントを新設したが、この工場を本格的に活
用していくのも今後の課題である。ようやく中国版家電リサイクル法31が公
布され（施行は2011．1．1）、自動車リサイクルの本格化も近いので、DOWA
の高度なリサイクル技術・システムへの期待は高い。
（2）MAEH社（タイ）
MAEH社は、インドネシア、タイ、シンガポールの3カ国で4つの事業拠
点を持っている。インドネシアでは、1拠点で最終処理施設や廃油・廃液処
理施設などを保有し、廃棄物処理事業、燃料再生事業、土壌・施設浄化事業
などを行っている。タイでは、焼却処理施設と最終処理施設の2拠点を保有
し、廃棄物処理事業を行っている。シンガポールでは1拠点で焼却処理や蒸
留・再生事業を行っている。
東南アジアにおける拠点を得たことで、日本・中国・東南アジアで廃棄物
処理・土壌浄化・リサイクルのトータルなサービスを提供できるとしている。
また、日本政府などが行っている東南アジアの環境支援活動への貢献を始め、
CDM（CleanDevelopmentMechanism）事業や環境コンサルティング、各国
灘2∝格／7／25の仲雅之氏のヒアリングより。
31正式には、「廃家電器電子製品の回収処理管理条例」2船9．2．25公布
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での環境関連人材の育成にも力を入れていけると期待している32。
3．持続可能な国際的な循環資源流通のシステム構築と企業の役割～おわり
に代えて
本稿冒藻の「4つのシステム条件」違反を続ける国際社会に持続可能な未
来は無い。なんとしても経済と環境のデカップリングを推進しなければなら
ないのだが、その重要な取組みの一環に、国際循環資源の環境負荷の少ない
流通システムの構築がある。そのためのポイントは、国際協力と企業の主体
的な参加・役割遂行がある。
3－1．国際的な3R（Reduce，Reuse，RecycEe）の推進
改めて「循環型社会」とは「製品などが廃棄物となることを抑制し、排出
された廃棄物（循環資源）についてはできるだけ資源として適正に利用し、
最後にどうしても利用出来ないものは適正に処分することが徹底されること
により実現される、天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減される
社会」（循環型社会基本法第2条）である。この定義を国際的に広げたもの
が「匡l際的な循環型社会」ということができるが、廃棄物・循環資源の移動
の範囲を考慮すると、東アジア地域（日本、中国、韓国、東南アジア諸国）
をまず念頭に置くことが適当であろう刀。
この東アジアの循環資源流通システム構築については、拙稿で触れており、
次の5つの課題をあげた別ので、ここではそれらの課題の中で進展のあった
ものを紹介するに留めたい。
（む　循環資源・再生資源・有害廃棄物・中古品などの区別の明確化
32DOWAエコシステムのホームペpジ参照。httpン′／www．dowa－eCO．CO）p／global／MAEH，
html
刀r循環型社会白書」（H18）p．57．
朗拙稿（2∞8．3）、pp，210－212．
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②　循環資源の国際流通におけるトレーサビリティの確保
③　有害廃棄物の国際流通の輸出入手続きの制度化と簡素化
④　中古品の国際流通に関する仕組みづくり
⑤　国内3Rの推進と国際協力
（1）循環資源流通のトレーサビリティの確保
2008年に、安心・安全な国際資源循環の実現をめざす、NTTデータ経営
研究所、リコー、響港開発（北九州市）など、日本企業数社で発足させた
「資源循環ネットワーク・コンソーシアム」が土台となって、国際資源循環
の適正化と循環資源のトレーサビリティを確保する仕組みが立ち上がってき
た。
2009年3月に設立された「一般社団法人　資源循環ネットワーク」である。
この「ネットワーク」の目的は、世界初の「トレーサビリティ認証」を行う
ための機関である。つまり、循環資源の運送、処理・加工、再資源化を行う
リサイクル業者を、資源循環ネットワークが審査・認証を行い、認証を受け
たリサイクル業者の運送・処理・加工・再資源化等の業務をトレースする仕
組みを作って、彼らが業務を担うことで、排出事業者に安心かつ安全な循環
資源リサイクルを約束しよう（トレーサピリティ情報の提供）というサービ
スである35。
現在具体化している日本と中国の2国間で見れば、日本国内の排出事業者
から運搬事業者を経て中国のリサイクル事業者で製品化されるまで、バー
コードやICタグを用いて追跡を行い、それを一元管理する「一般社団法人
資源循環ネットワーク」が、リアルタイムの移動情報や再資源化実績報告
書のサービスを排出事業者に提供する。当面の取扱い品目は、国内ではサー
35北九州市のひびき港地区（エコタウン）内に事務局を置く。http：／／www．trace－reCyCle．or．
jp／inh／network．html
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マルリサイクルや埋立処理しかできないが、中国ではマテリアルリサイクル
が可能になる「複合プラスチック」に限定してスタートした36。2（泊9年11月
現在で、国内1社（㈱エコマテリアル　九州工場）、国外1社（増城市博大
塑料五金有限公司、中国・広東省）が登録されている。
（2）「資源循環ネットワーク」のビジネスモデル
資源循環ネットワークのサービスは、国内国外の優良なリサイクル事業者
を育てることによって、廃棄物の不法投棄を無くし、排出事業者に適正な処
理ルートを提供し、「廃棄物」を「循環資源」にする可能性を持つビジネス
である。
その特徴は、第三者的認証サービスを行う民間ビジネスであること、「廃棄
物」の不法投棄の監視などではなく有価物としての「循環資源」のトレーサ
ピリティ情報を提供すること、「国内」だけでなく循環資源の「輸出先国」
における再生処理・リサイクル状況を管理・追跡することにある。
こうしたサービスはどのようなニーズに応えることができるのだろうか。
まずは、CSR（企業の社会的責任）の視点から、安全・安心を確保したい
循環資源の排出事業者に対するトレーサビリティ情報へのニーズがある。ま
た、競争優位の差別化をはかるために、認証システムへの参加を望むリサイ
クル事業者や運搬事業者等に対する審査・登録・立入検査サービスへのニー
ズがある。さらには、循環資源の輸出に伴う複雑な行政手続きや輸出手続き
等の簡素化・迅速化を望む荷主等への代行サービスのニーズがあると見られ
る37。
現状では、登録リサイクル事業者数の増大と質の確保、国際モニタリング
システムの構築などトレーサビリティ情報システム確立などの課題があるが、
36北九州市記者発表資料（2009．12．9）http：／／www．city．kitakyushujp／五le／03010200／
happyouノ的1209sigen－junkan．pdf
37「コンソーシアム」参加企業の1社である（槻サトーの広報資料参照。httpノ／wwwsato．
co．jp／toplCS／release／2007／document／20070712．pdf
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事業者の主体的参加モデルとして注目している。
（3）国際協力の強化
国連環境計画（UNEP）や国連大学（UNU）などの合同調査によると、
中国、インド、南アフリカなど新興国におけるE－Wastes（廃電気・電子機
器）の発生量は2020年までに現在の2～18倍に急増し、廃棄物に含まれる有
害物質による環境汚染が深刻化するとしている。例えば、中国の2010年の
E－Wastes発生量は約230万tで、アメリカの300万tに次いで世界2位と予
測している。2020年までに、廃棄パソコンは2～4倍、廃棄携帯電話は7倍
になるとみている。また、バーゼル条約に加盟し海外からのE－Wastesの輸
入を禁止しているにも拘らず、現実には大量に持ち込まれていること、鋼・
貴金属・希少金属を回収するために野焼きなど不適切なリサイクルが広範囲
に行われていること、国内の包括的なE－Wastesの回収システムが構築され
ていないことなどが指摘されている。その上で、国際協力によって適切な
E－Wastesの処理およびリサイクル・システム構築の必要性を論じている駕。
まさに、前述の「資源循環ネットワーク」の要請であり、DOWAをはじ
めとする日本の3R技術のグローバル展開による国際貢献の機会なのである。
3－2．企業の役割
中国の循環経済の理念の中に、次の「小循環」「中循環」「大循環」の考え
方がある39。
・小循環：企業レベルでの取組みを指し、クリーナー・プロダクション40
38UNEPPressRelease22Feb，．2010．’UrgentNeedtoPrepareDevelopingCountriesior
SurgeinE・Wastes’．http：／／www．unep．org／Documents．「電子ごみ、新興国で急増」r日
経新聞」2010．2．別夕刊記事。
39小柳秀明「中国発：‘循環経済，起死回生の再構築」EICネット（2（泊5．髄．の）
httpノ／www．eic．orJp／Ⅱbrary／pickup／puO瑚09，htm1
40クリーナー・プロダクションとは、1992年の地球サミットで採択された「アジェンダ21」
で提唱された概念。従来の公害対策は、汚染の排出口における防止処理（エントオブ・
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を遂行して、製品とサービス中の物質とエネルギーの使用量を減らし、
汚染物発生の最小化をめざす。
・中循環：地域レベルでの取組みを指し、企業群、工業団地、経済開発区
における生態工業を発展させる。すなわち上流生産過程の副産物や廃棄
物を下流生産過程の原料とし、企業間の代謝関係と共生関係の生態産業
チェーンを形成する生態工業団地の建設をめざす。
・大循環：社会レベルでの取組みを指し、グリーン消費を推進し、廃棄物
の分別収集システムを確立し、第1次、第2次、第3次産業間の循環を
通じて、最終的に循環型社会の実現をめざす。
個別企業の環境・リサイクルへの取組みは、いうまでもなく上の「小循
環」の取組みである。
中国国内で回収されないリサイクル資源は、鉄屑500万t、非鉄金属20万t、
古紙・廃プラスチックス・廃ガラス等1，400万tと見積もられ、300～350億
元の経済価値を持つと見られる41。こうしたリサイクル資源の回収と同時に、
より高度の再資源化技術の確立も要請される。なぜなら、リサイクル資源
（循環資源、再生資源）は、有用な金属を含んでいる一方で、適正にリサイ
クルされない場合、環境を汚染する。多くの循環資源は、資源性と汚染性の
両面を持っている。例えば、便用済み携帯電話1t中には、280gの金、2kg
近い銀、140gのパラジウムなどの貴金属やレアメタルが入っているが、汚
染物質のカドミウム、ガリウム、鉛、批素、六価クロムなども入っている。
こうした潜在的な汚染物質を回収したり、管理することが重要である。さき
に見たDOWAの場合、携帯電話はほぼ100％リサイクルが可能である。
高度に「小循環」できる企業にとっては、国内で、国際3Rで、環境・リ
パイプ技術）が中心だったが、これに対し、ライフサイクル全体（原料採取、生産、廃棄、
再利用のすべての工程）で環境負荷を軽減する考えにもとづき、個々の対策技術やシステ
ム管理手法を包含した対応策をいう。
41小島一道「中国におけるリユース・リサイクル産業」出所は脚注29同じ。
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サイクルの大きなビジネス機会を活かすことができる時代になっている。
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